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熊本県内企業の事業継続計画（BCP）の策定率は 15.2％と前年から 6.5 ポイント低下し、未策

定企業も 40.6％と依然として 4 割を占めている。『策定意向あり』の割合は 47.1％と全国平

均（50.5％）を下回り、都道府県別順位は 36 位と前年の 30 位から 6 ランク後退した。策定し

ていない企業の背景として、スキル・人材・時間といった基本的な経営資源の不足があり、単な

る意識の問題ではなく、構造的な課題が導入を阻む要因になっていると考えられる。 

 

※株式会社帝国データバンクは、全国 2 万 2,749 社を対象に、「2026 年の事業継続計画（BCP）」に対するアンケート調査を実施

した。なお、事業継続計画（BCP）に関する企業の意識調査は、2016 年以降、毎年実施し今回で 11 回目  

調査期間：2026 年 5 月 18 日～5 月 31 日（インターネット調査）  

調査対象：熊本県 368 社、有効回答企業数は 138 社（回答率 37.5％）  

 

  

SUMMARY 
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策定率は 47 都道府県中 36 位に後退 

「スキル」「人材」「時間」不足が課題に 

熊本県内の 
BCP 策定率 15.2％ 
依然 4 割の企業で未策定 
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BCP 策定企業 15.2％、依然 4 割が未策定 

熊本県内企業に、自社における事業継続計画（以下、BCP）の策定状況について尋ねたところ、「策定

している」企業(以下、BCP 策定率)は 15.2％と前回調査（2025 年 5 月）から 6.5 ポイント低下した。

また、「策定している」（15.2％）、「現在、策定中」（8.7％、前年比 4.4 ポイント増）、「策定を検討してい

る」（23.2％、同 1.5 ポイント増）を合わせた『策定意向あり』は 47.1％（同 0.6 ポイント減）となった。一

方、「策定していない」企業は 40.6％（同 0.3 ポイント減）と、依然として 4 割を占めている。 

企業からは、「策定には一定のスキルや人材も必要でコスト面でも優先順位が低く先送りである」（運

輸・倉庫）などの声が寄せられ、BCP の重要性に対する理解や、策定の優先順位付けに課題が残る可能

性が示唆される。近年は自然災害や感染症、サイバー攻撃などリスクが多様化するなか、事業継続への

対応は個社単位にとどまらず、サプライチェーン全体での取り組みが求められるようになっている。しかし、

中小企業では人材やノウハウの不足に加え、日々の業務に追われるなかで実効性のある計画を策定・運

用する負担も大きく、こうした経営資源面の制約が BCP 策定の遅れにつながっているとみられる。  

熊本県  事業継続計画（BCP）の策定状況の推移  
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都道府県別 熊本県は 36 位に後退 

全国平均では、『策定意向あり』の割合は 50.5％となり、熊本県（47.1％）は全国平均を下回り、都道府

県別順位は 36 位と前年の 30 位から 6 ランク後退した。また、都道府県別にみると、『策定意向あり』の割

合が最も高かったのは「富山」（62.5％、全国比＋12.0 ポイント）で、「高知」（61.7％、同＋11.2 ポイント）

が続き、ともに 6 割を超えた。以下、「香川」（59.5％、同＋9.0 ポイント）、「静岡」（58.3％、同＋7.8 ポ

イント）などが上位に並んだ。これらの地域では、南海トラフ地震による被害が想定されるほか、能登半島地

震を経験した北陸地域も含まれており、大規模災害リスクへの備えに対する意識の高まりを背景に、BCP 

に対する関心が比較的高い傾向がみられた。  

BCP『策定意向あり』～都道府県別～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定リスクは「自然災害」が最多 

備えは、初動対応と IT 基盤の維持を重視 

BCP の『策定意向あり』とする企業に対して、事業の継続が困難になると想定しているリスクを尋ねたと

ころ、地震や風水害、噴火などの「自然災害」が 66.2％（前年比 4.7 ポイント減）で最も高かった（複数回

答、以下同）。次いで、「情報セキュリティ上のリスク」（44.6％、同 8.1 ポイント減）、インフルエンザ、新型ウ

イルスなどの「感染症」（41.5％、同 2.1 ポイント減）が 4 割台、電気・水道・ガスなどの「インフラの寸断」

（38.5％、同 10.6 ポイント減）、「設備の故障」（36.9％、同 6.0 ポイント増）と続いた。企業を取り巻くリ

スクは、自然災害にとどまらず、感染症の流行やサイバー攻撃、国際情勢の不安定化に伴う物流・調達環境

の変化など、多様化・複雑化している。こうしたリスクは単独で発生するだけでなく、同時または連鎖的に発

生する可能性もある。そのため、BCP には単一の危機への対応ではなく、複数のリスクを想定した柔軟な

対応力が求められている。  
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さらに、事業中断リスクに備えて実施または検討している取り組みを尋ねたところ、「従業員の安否確認

手段の整備」（61.5％、同 2.1 ポイント減）が最も高く、そこに「情報システムのバックアップ」（58.5％、同

5.1 ポイント減）が続いた。安全確認などの初動対応と IT 基盤の維持を重視する姿勢がうかがえる。安否

確認は意思決定や現場対応の出発点となり、情報システムのバックアップは業務停止期間の最短化やデー

タ損失リスクの回避に直結する重要な対策である。また、「調達先・仕入先の分散」（41.5％、同 10.6 ポイ

ント増）、「災害保険への加入」（40.0％、同 1.8 ポイント増）、「事業所の安全性確保」（36.9％、同 2.4 ポ

イント増）の上昇が示すように、中東情勢の不安定化や供給制約、気候変動による自然災害リスクの高まり

などを背景として、企業の危機意識がサプライチェーンや自然災害リスクにも広がっていることがうかがえ

る。単一の供給先や拠点への依存は、事業停止リスクを高める可能性があるため、企業は調達先や生産拠

点の多元化を通じて事業継続性の向上を図っているものとみられる。  

熊本県  事業の継続が困難になるリスクと備え   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スキル・人材・時間の不足が企業の共通課題に 

BCP を「策定していない」企業にその理由を尋ねたところ、「策定に必要なスキル・ノウハウがない」が

50.0％でトップとなった（複数回答、以下同）。次いで、「策定する人材を確保できない」（46.4％）、「策定

する時間を確保できない」（39.3％）となった。これらは企業規模を問わず共通する課題であり、BCP 未策

定の背景には、必要性に対する認識不足よりも、スキル・人材・時間といった経営資源の不足に起因する構

造的な課題が存在していることがうかがえる。BCP の策定にはリスク分析や復旧手順の設計など専門性の

高い知識が求められる。しかし、とりわけ中小企業ではこれらを担える人材が社内に不足しているほか、日

常業務の遂行が優先されるなかで専任担当者を配置する余裕も乏しく、策定に必要な時間を確保しづらい

実態がある。 

事業中断リスクに備えた実施・検討内容（複数回答）  事業の継続が困難になると想定しているリスク（複数回答）  
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 熊本県  BCP を策定していない理由（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

本調査では、熊本県内の BCP 策定率が 15.2％と前回調査から低下し、未策定企業の割合も 4 割を占

めた。この背景には、スキル・人材・時間という基本的な経営資源の不足があり、BCP 導入の遅れは単なる

意識の問題ではなく、構造的な課題によるものと考えられる。 

今後、熊本県内企業、とりわけ中小企業において BCP の普及を進めるためには、初めから完成度の高

い計画を目指すのではなく、自社の状況に応じて段階的に取り組む視点が重要となろう。例えば、安否確認

体制の整備や情報システムのバックアップ、代替調達先の確保など、比較的着手しやすい対策から始め、優

先度の高いリスク領域へと対応範囲を広げていくことが現実的かつ効果的と考えられる。また、専門人材の

不足を補うため、行政機関や金融機関、業界団体、外部専門家などの支援策を活用することも有効な選択

肢となろう。 

さらに、気候変動を背景とする局地的な豪雨や地震などの自然災害への備えはもとより、サイバー攻撃や

サプライチェーンの寸断、感染症の流行など、企業を取り巻くリスクは多様化・複雑化している。こうしたな

か、BCP は単なる防災対策ではなく、企業の持続可能性や取引先からの信頼確保、さらには競争力向上に

も関わる経営課題として、その重要性は高まっている。企業には BCPを「策定するか否か」の段階から、「ど

のリスクに優先的に備え、いかに実効性を高めるか」という実践段階へ移行していくことが求められている。 

熊本県は平成 28 年熊本地震により企業活動やサプライチェーンが大きな影響を受けた経験を持つ。さ

らに、本調査後の 2026 年 7 月には令和 8 年熊本地震が発生し、事業継続体制の重要性を改めて示す出

来事となった。2 度の大規模地震は、災害リスクが一過性のものではなく、企業経営において継続的に向き

合うべき課題であることを改めて浮き彫りにしたといえる。今回の調査では、自然災害が事業継続上のリス

クとして最も多く挙げられた一方で、BCP 策定率は依然として高い水準には至っていない。過去の経験を

風化させることなく、自社の実態に即した事業継続体制を構築し、平時から継続的な見直しを行うことが、

将来発生し得る危機への備えとして一層重要になるだろう。 


